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第３章 

社会福祉連携推進法人
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１ 社会福祉連携推進法人の概要 

１ 社会福祉連携推進法人とは 
 社会福祉連携推進法人（以下「連携推進法人」という。）は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進
し、②地域における良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、③社会福祉法人の経営基盤の強化に
資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創設されたものです。 
 連携推進法人の設立により、同じ目的意識を持つ法人がここの自主性を保ちながら連携し、規模の大きさ
を生かした法人運営が可能となります。 

（出典:厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 R3.12.21 社会福祉連携推進法人制度施行向けた自治体説明会資料） 
 

２ 社会福祉連携推進法人で行う業務 
 次の６業務の中から、全部または一部を選択して実施します。 
 
①地域福祉支援業務 
②災害時支援業務 
③経営支援業務 
④貸付業務 
⑤人材確保等業務 
⑥物資等供給業務 
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（出典:厚生労働省 社会・援護局 福祉・基盤課 R3.12.21 社会福祉連携推進法人制度施行に向けた自治体説明会資料２） 
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３ 社会福祉連携推進法人の機関 
 社員は、連携推進法人に対し、会費等を負担し、議決権の行使等を通じて法人の運営に参画します。社員
のうち、過半数は、社会福祉法人でなければなりません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典:厚生労働省 社会・援護局 福祉・基盤課 社会福祉連携推進法人の運営等について） 
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４ 認定所轄庁について 
 連携推進法人の認定所轄庁は、社会福祉法人と同様に、原則として、主たる事務所を北海道におき、事業
を行う場合の認定所轄庁は、北海道知事となります。（法第 131 条） 
 ただし、下記の表のとおり、北海道知事が認定所轄庁とならない場合もあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典:厚生労働省 社会・援護局 福祉・基盤課 R3.12.21 社会福祉連携推進法人制度施行に向けた自治体説明会資料２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



148 

 

５ 社会福祉連携推進法人設立の申請について 

 社会福祉連携推進法人を設立する際には、一般社団法人を設立した上で、認定所轄庁あて申請を行いま
す。 

 （出典:厚生労働省 社会・援護局 福祉・基盤課 社会福祉連携推進法人の運営等について） 

  

 

 

 なお、社会福祉連携推進法人の認定等については、「社会福祉連携推進法人の認定等について」（令和３
年 11 月 12 日付け社援発 1112 第１号厚生労働省社会・援護局⾧通知）を参照してください。 


